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１．雇用及び失業の状況

（１）経済・産業の動向

令和 年度の県内経済は、熊本県における新型コロナウイルス感染症（以下「コロナ」という。）

まん延防止等重点措置が令和 年 月 日で解除され、行動制限の緩和や全国旅行支援等により、

コロナの影響で落ち込んだ経済活動が緩やかに回復しつつあった。

個人消費は物価上昇の影響もみられるものの、外出機会の増加により小売店等での販売が好調で

持ち直している。宿泊など観光は、観光需要喚起策の効果もあり回復しつつある。生産活動につい

ては、食料品等は横ばいの状況で、世界的な半導体需要と令和 年 月に台湾の世界的な半導体受

託製造企業の菊池郡菊陽町への進出が発表されたことによる期待感もあり、汎用・生産機械は半導

体製造装置を中心に高水準を推移し、電子部品・デバイスにおいても高水準を維持し持ち直してい

る。輸送用機械においては、半導体不足の影響が緩和されつつあり、これも持ち直している。設備

投資は上期に製造業を中心に持ち直していて、全体的には増加基調にある。住宅投資（建設）は持

家で前年を下回っているものの、貸家や分譲で上回り持ち直しつつある。公共投資（事業）は横ば

い圏内で推移し、公共工事請負金額は前年度を下回っている。

（２）雇用の状況

令和 年度の一般労働市場の動きをみると、新規求人数 パートを含む は年度計 人（月

平均 人）で前年度比 ％増加している。主要産業別では、建設業が 人（ 人）

で ％減少、製造業が 人（ 人）で ％増加、運輸業・郵便業が 人（ 人）

で ％増加、卸売業・小売業が 人（ 人）で ％増加、宿泊業・飲食サービス業が

人（ 人）で ％増加、医療・福祉が 人（ 人）で ％増加、サービス業

他に分類されないもの が 人（ 人）で ％増加した。

また、有効求人数 パートを含む は年度計 人（月平均 人）で前年度比 ％増加

した。一方、新規求職者数 パートを含む は年度計 人（月平均 人）で前年度比 ％

減少、有効求職者 パートを含む は年度計 人（月平均 人）で前年度比 ％増加し

た。この結果、令和 年度平均の有効求人倍率（原数値）は 倍となり前年度を ポイント

上回った。

雇用保険被保険者数の推移をみると、令和 年 月末現在で、第一次産業と第二次産業で増加し、

第三次産業で減少した。全体では 人となり前年同月比で ％の増加となった。

なお、産業別の構成比では、第一次産業は ％ 前年 ％ 、第二次産業が ％ 前年 ％ 、

第三次産業が ％ 前年 ％ となっており、第三次産業で縮小した。
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また、令和 年度の雇用保険被保険者資格取得者数は 人で前年度比 ％増加した。主要

産業別でみると、建設業が 人で ％増加、製造業は 人で ％増加、運輸業・郵便

業が 人で ％増加、卸売業・小売業が 人で ％増加、宿泊業・飲食サービス業が

人で ％減少、医療・福祉が 人で ％増加、サービス業が 人で ％増加

した。

一方、令和 年度の雇用保険被保険者資格喪失者数は 人で前年度比 ％増加した。主要

産業別でみると、建設業が 人で ％増加、製造業が 人で ％増加、運輸業・郵便

業が 人で ％増加、卸売業・小売業が 人で ％増加、宿泊業・飲食サービス業が

人で ％増加、医療・福祉が 人で ％増加、サービス業が 人で ％増加

した。

表１　産業別常用雇用指数

　事業所規模30人以上 （令和2年＝100）

調　査
産業計

建設業 製造業
情報

通信業
運輸業
郵便業

卸売業
小売業

金融業
保険業

教育・学
習支援業

医療福祉
複合サー
ビス事業

令和4年1月

2月

3月

4月

5月

6月

7月

8月

9月

10月

11月

12月

  資料出所：熊本県企画振興部交通政策・情報局統計調査課
「熊本県の賃金・労働時間及び雇用の動き」

令和 4年

令和 2年

令和 元年

平成 30年

平成 29年

令和 3年
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（３）失業の状況

　　図1　雇用保険業務状況(月平均）

R元

熊本県

全　国

（注）　受給率＝受給者実人員÷(受給者実人員＋全被保険者数）×100 （資料出所：雇用保険事業統計）
　　　　但し、被保険者数は全被保険者数でなく、一般被保険者数を計上している。

受  給  率

失業の状況を、雇用保険業務取扱状況からみると、令和 年度の雇用保険被保険者資格
取得者数は 人（月平均 人）で前年度比 ％増加、雇用保険被保険者資格喪失
者数も81,477人（6,790人）で前年度比7.0％増加した。

また、雇用保険受給資格決定件数は 人（ 人）で前年度比 ％増加、雇用保
険受給者実人員（基本手当）は 人（ 人）で前年度比 ％減少、初回受給者も
18,349人（1,529人）で前年度比0.2％減少した。（図1）

熊本県の完全失業率・完全失業者数の状況においては、令和 年の完全失業率が ％
（年平均）、完全失業者数が 千人（年平均）となっており、前年の完全失業率 ％・
完全失業者数26千人ともに下回っている。

　※県単位の完全失業率・完全失業者数は総務省労働力調査（モデル推計値）による。

元

（人）

（年度）

受給者実人員

被保険者資格取得者数

被保険者資格喪失者数

受給資格決定件数

初回受給者数

年 度

項 目
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２． 労働市場の状況

（１）一般労働市場

ア 一般職業紹介の状況

（ア）求人の状況

R元

熊本県

全　国

（注）　学卒を除きパートを含む　 （資料出所：職業安定業務統計）

令和 年度における求人の状況については、新規求人数が年度計 人（月平均
人）で前年度比 ％増加、有効求人数が 人（ 人）で ％増加し

た。
　有効求人倍率（原数値）は1.42倍となり前年度を0.07ポイント上回った。

令和 年度の新規求人の状況を主要産業別にみると、建設業が 人（月平均
人）で ％減少し、製造業が 人（ 人）で ％増加、運輸業・郵便業が

人（ 人）で ％増加、卸売業・小売業が 人（ 人）で ％増加、
宿泊業・飲食サービス業が 人（ 人）で ％増加、医療・福祉が 人
（ 人）で ％増加、サービス業 他に分類されないもの が 人（ 人）
で9.4％増加した。

有効求人
倍    率

元

（人）

（年度）

月間有効求人数

新規求人数

充足数

図2 求人状況の推移 （月平均）

年度
項目
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製造業のうち主な業種の新規求人の状況は下記のとおりである。

　（年間求人数が300人以上の業種を掲上）

【R4年度求人数】 【前年度比】

① 食料品製造業 人 ％

② 繊維工業 人 ％

③ 木材・木製品製造業 人 ▲ 3.1 ％

④ 印刷・同関連業 人 ％

⑤ プラスチック製品製造業 人 ▲ 5.5 ％

⑥ 窯業・土石製品製造業 人 ％

⑦ 金属製品製造業 人 ％

⑧ はん用機械器具製造業 人 ％

⑨ 生産用機械器具製造業 人 ▲ 13.7 ％

⑩ 業務用機械器具製造業 人 ％

⑪ 電子部品・デバイス・電子回路製造業 人 ▲ 0.6 ％

⑫ 電気機械器具製造業 人 ▲ 10.8 ％

⑬ 情報通信機械器具製造業 人 ％

⑭ 輸送用機械器具製造業 人 ▲ 3.7 ％

⑮ その他の製造業 人 ％

令和 年度の新規求人数を産業別にみると、第一次産業の求人は全体の ％を占めており、

前年度比13.8％減少した。

第二次産業の求人は全体の ％を占めており、鉱業・採石業・砂利採取業は前年度比

25.8％減少、建設業は同3.1％減少、製造業は同1.1％増加した。

第三次産業の求人は全体の ％を占めており、医療・福祉で ％ 増加、サービス業（他

に分類されないもの）で9.4％増加した。（表3）
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表3　産業別・規模別新規求人状況（年度対比）

 産業・規模 求人数
対前年度
増減比

求人数
対前年度
増減比

農･林・漁業 ▲ 13.8

鉱業、採石業、砂利採取業 ▲ 25.8 ▲ 8.8

建設業 ▲ 3.1

製造業

食料品製造業

飲料･たばこ・飼料製造業 ▲ 9.4

繊維工業

木材･木製品製造業 ▲ 3.1

家具･装備品製造業 ▲ 9.2 ▲ 1.3

パルプ･紙・紙加工品製造業 ▲ 0.7

印刷・同関連業

化学工業　 ▲ 15.7

石油製品･石炭製品製造業 ▲ 22.2

プラスチック製品製造業 ▲ 5.5

ゴム製品製造業

窯業･土石製品製造業

鉄鋼業 ▲ 18.7

非鉄金属製造業

金属製品製造業

はん用機械器具製造業

生産用機械器具製造業 ▲ 13.7

業務用機械器具製造業

電子部品・デバイス・電子回路製造業 ▲ 0.6

電気機械器具製造業 ▲ 10.8

情報通信機械器具製造業

輸送用機械器具製造業 ▲ 3.7

その他の製造業

電気・ガス・熱供給･水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業 ▲ 3.2

宿泊業、飲食サービス業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業 ▲ 4.4

サービス業 (他に分類されないもの)

公務･その他 ▲ 15.3

▲ 6.8

（注）　学卒を除きパートを含む。

 1,000人 以上

（資料出所：職業安定業務統計）

30～99人

100～299人

300～499人

第一次産業･･･Ａ・Ｂ、　第二次産業･･･Ｃ・Ｄ・Ｅ、　第三次産業･･･Ｆ～Ｔ

令和4年度

生活関連サービス業、娯楽業

規

模

別

令和3年度

合 計

500～999人

産

業

別

29人 以下
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（イ） 求職の状況

図3　求職状況の推移(月平均）

R元

受給者割合

女 性 割 合

受給者割合

女 性 割 合

（注）　学卒を除きパートを含む。 （資料出所：職業安定業務統計）

令和 年度の求職者（月平均）の状況を前年度と比べると、新規求職者が ％減少

し、有効求職者は0.9％増加した。

新規求職者のうちパートを除く常用求職者（年度計）の状況は、全体で ％減少し

た。態様別では、在職者が ％減少、離職者が ％減少、無業者が ％減少した。

離職者のうち定年退職者は ％減少、事業主都合離職者は ％減少、自己都合退職

者は0.5％増加となっている。（図3）

月間有効
求職のうち

新規求職
のうち

元
（年度）

人）

有効求職者

有効求職者のうち女性

有効求職者のうち保険受給者

新規求職申込件数

新規求職者のうち女性

新規求職者のうち保険受給者

年度
項目
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（ウ） 就職の状況

図4　就職状況の推移(月平均）

（資料出所：職業安定業務統計）

 （注）学卒を除きパートを含む。但し、中高年齢者（45歳以上）はパートを除く。

令和4年度の就職件数（月平均）は、雇用情勢が改善するとともに、新規求職者が減少する

中にあって、前年度比3.8％減少した。また、新規求人に対する充足率は13.2％で前年度比

1.2ポイント下回り、雇用保険受給者の就職件数は前年度比で2.3％減少した。

元

人）

（年度）

就職件数

うち女

うち保険受給者

うち中高年齢者

他県への就職件数
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イ 障害者の職業紹介状況

令和 年度の新規求職申込者数は、身体障害者 人（対前年度比 減。以下同じ。）、

知的障害者 人（ 増）、精神障害者 人（ 増）、その他の障害者 人（

減）で、合計4,333人（1.0%減）であった。

就職件数は、身体障害者 件（対前年度比 減。以下同じ。）、知的障害者 件

（ 増）、精神障害者 件（ 増）、その他の障害者 件（ 増）で、合計

件（1.0%増）となり２年連続で増加した。（表4）

就職状況を職業別でみると、運搬・清掃・包装等の職業が就職件数全体の を占め、次

いで管理的・事務的職業 、生産工程の職業 の順となっている。産業別では、医

療・福祉が と最も多く、次いで製造業 、卸売・小売業 、サービス業・複合

サービス事業9.5%となっている。（表5）

表4　障害者の職業紹介状況

　新規求職申込者数 単位：人

H30年度 ▲ 1.2 ▲ 1.8 ▲ 4.8 ▲ 2.5 ▲ 2.1

R元年度 ▲ 47.1

2年度 ▲ 5.1 ▲ 16.9 ▲ 25.8 ▲ 7.0

3年度 ▲ 1.4

4年度 ▲ 1.0 ▲ 9.2 ▲ 12.3 ▲ 5.4

　有効求職者数（各年度の3月末現在）

H30年度

R元年度 ▲ 0.9 ▲ 18.6

2年度 ▲ 4.9 ▲ 4.2

3年度 ▲ 4.3

4年度 ▲ 1.5 ▲ 7.9 ▲ 16.1

その他の障害者
うち重度 うち重度

障害者計 身体障害者 知的障害者 精神障害者

障害者計 身体障害者 知的障害者 精神障害者 その他の障害者
うち重度 うち重度

（ ）内は対前年度増減比

　就職件数

H30年度 ▲ 6.1 ▲ 0.2 ▲ 14.7 ▲ 0.7

R元年度 ▲ 2.2 ▲ 6.7 ▲ 10.7 ▲ 0.9 ▲ 44.8 ▲ 6.7

2年度 ▲ 12.3 ▲ 29.1 ▲ 34.9 ▲ 7.1 ▲ 43.8 ▲ 13.6

3年度 ▲ 15.8

4年度 ▲ 3.8 ▲ 17.6

その他の障害者
うち重度 うち重度

障害者計 身体障害者 知的障害者 精神障害者
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療・福祉が と最も多く、次いで製造業 、卸売・小売業 、サービス業・複合

サービス事業9.5%となっている。（表5）
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うち重度 うち重度
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H30年度 ▲ 6.1 ▲ 0.2 ▲ 14.7 ▲ 0.7

R元年度 ▲ 2.2 ▲ 6.7 ▲ 10.7 ▲ 0.9 ▲ 44.8 ▲ 6.7

2年度 ▲ 12.3 ▲ 29.1 ▲ 34.9 ▲ 7.1 ▲ 43.8 ▲ 13.6

3年度 ▲ 15.8

4年度 ▲ 3.8 ▲ 17.6

その他の障害者
うち重度 うち重度

障害者計 身体障害者 知的障害者 精神障害者
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表5　障害者の就職状況

職業別

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ Ｆ Ｇ Ｈ Ｉ Ｊ Ｋ

職　種

　区　分

身体障害者

うち重度の者

知的障害者

うち重度の者

精神障害者

産業別

ＡＢ Ｃ Ｄ Ｅ Ｆ Ｇ Ｈ Ｉ Ｊ Ｋ Ｌ Ｍ Ｎ Ｏ Ｐ Ｑ Ｒ ＳＴ

産　業

　区　分

身体障害者

うち重度の者

知的障害者

うち重度の者

精神障害者

（注）オンライン自主応募を含まない。

（資料出所：職業安定業務統計）
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表6　障害者の登録状況　(令和5年3月31日現在）
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（注）オンライン自主応募を含まない。 (資料出所：職業安定業務統計）

表7　産業別障害者雇用率達成状況

（注）令和4年6月1日現在　 　（資料出所：障害者雇用状況の集計結果）
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生活関連サービス業、
娯 楽 業

宿泊業、飲食サービス業
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計

そ の 他
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（２）学卒労働市場

　　ア　中学校卒業者の職業紹介状況

（資料出所：職業安定業務統計）

　　　(注) 各卒業年の4月末現在
　　　　　 県内就職割合＝（県内就職者数÷就職者数×100）

　県内求人は10人で前年度に比べ400.0%増加した。

　公共職業安定所取扱の就職者は5人で、県内就職者は4人、県外就職者は1人（愛知県1

人）となり、就職者数は前年度に比べ66.7％増加した。(図5）
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　　イ　高等学校卒業者の職業紹介状況

（資料出所：職業安定業務統計）

　　　(注) 各卒業年の4月末現在
　　　　　 県内就職割合＝（県内就職者数÷就職者数×100）

　県内求人は6,580人で前年度に比べ10.7％増加した。

公共職業安定所取扱の就職者数は 人で、うち県内就職者 人、県外就職者

1,148人となり、県内就職割合は60.6％で前年度を0.1ポイント上回った。(図6）
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　ウ 他県への就職状況

(資料出所：職業安定業務統計）

県外就職者は 人で前年度に比べて ％減少した。全就職者に占める割合は

39.4％となった。

地域別では、福岡県が 人で、県外就職者に占める割合は ％を占め、次いで愛

知県が 人で ％、東京都が 人で ％、大阪府が 人で ％の順であった。

(図7）
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17 
 

（３）職業訓練の状況

ア 公共職業訓練

（ア）受講状況

令和 年度に開講した離職者訓練 コース（施設内 、委託訓練 ）の受講者数

は 名（施設内 名、委託訓練 名）。定員の充足率は ％（施設内 ％、

委託訓練 ％）となっており前年度比で ポイント増加している。

（イ）就職状況

施設内訓練の就職率は ％、委託訓練の就職率は ％となっている。

（※令和 年 月末までに終了したコースの か月後の実績。）

イ 求職者支援訓練

（ア）認定状況

令和 年度の認定件数は コース（基礎 、実践 ）、うち開講したコースは コ

ース（基礎 、実践 ）で定員は 人（基礎 、実践 ）となっている。

※実践コースの分野別割合

分野 情報系 医療事務 介護系
営業・販

売・事務
デザイン 美容系 その他

コース数

定員（人）

割合（％）

（イ）受講状況

受講者数は 人（基礎 、実践 ）。定員の充足率は ％（基礎 ％、実践

％）となっており、前年度比で ポイント増加している。

※実践コースの分野別割合

分野 情報系 医療事務 介護系
営業・販

売・事務
デザイン 美容系 その他

コース数

受講者

割合（％）
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（ウ）就職状況

令和 年度中に開講し、令和 年 月までに終了したコースの就職率は ％（基礎

％、実践 ％）となっている。

うち、雇用期間定めなしの割合は、基礎コースで ％、実践コースで ％であ

った。

コース数 受講者数

① ② ③ ④
就職率

※
就職によ

る中退者

数

修了者数

公共職業

訓練連続

受講者数

就職者数

基礎

コース
人 人 人 人 人 ％

実践

コース
人 人 人 人 人 ％

※就職率 基礎コース：④ （①＋②－③） 実践コース④ （①＋②）

（エ）職業訓練受講給付金関係

初回申請件数は 件（公共職業訓練 件、求職者支援訓練 件）、支給決定金

額は約 百万円（ 件）となっている。

（オ）職業訓練実施奨励金関係

支給決定金額は約 百万円（ 件）となっている。うち、基本奨励金は 百万円

（ 件）、付加奨励金が 百万円（ 件）、保育奨励金が 百万円（ 件）であっ

た。

 
 

Ⅱ  統 計 表 
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報

通
信

業

人
以

上

2
9
人

以
下

3
0
～

9
9
人

公
務

そ
の

他

サ
ー

ビ
ス

業
（

他
に

分
類

さ
れ

な
い

も
の

）

複
合

サ
ー

ビ
ス

事
業

医
療

福
祉

教
育

学
習

支
援

業

生
活

関
連

サ
ー

ビ
ス

業
娯

楽
業

宿
泊

業
飲

食
サ

ー
ビ

ス
業

学
術

研
究

、
専

門
・

技
術

サ
ー

ビ
ス

業

不
動

産
業

、
物

品
賃

貸
業

金
融

業
保

険
業

卸
売

小
売

業
運

輸
業

郵
便

業

農
業

林
業

漁
業

建
設

業

電
気

ガ
ス

熱
供

給
水

道
業

製
造

業

3
0
0
～

4
9
9
人

5
0
0
～

9
9
9
人

1
0
0
～

2
9
9
人

鉱
業

― 23 ―



（
６

）
 
産

業
別

・
規

模
別

新
規

求
人

状
況

 
＜

一
般

フ
ル

タ
イ

ム
＞

Ａ
Ｂ

Ｃ
Ｄ

Ｅ
Ｆ

Ｇ
Ｈ

Ｉ
Ｊ

Ｋ
Ｌ

Ｍ
Ｎ

Ｏ
Ｐ

Ｑ
Ｒ

Ｓ

熊
 
 
 
本

上
益

城

八
 
 
 
代

菊
 
 
 
池

玉
 
 
 
名

天
 
 
 
草

球
 
 
 
磨

宇
　

 
城

阿
　

 
蘇

水
 
 
 
俣

項
目

4
年

度

3
年

度

2
年

度

R
元

年
度

H
3
0
年

度

安
定

所
別

医
療

福
祉

複
合

サ
ー

ビ
ス

事
業

サ
ー

ビ
ス

業
（

他
に

分
類

さ
れ

な
い

も
の

）

公
務

そ
の

他

産
　

　
　

　
　

業
　

　
　

　
　

別
規

　
　

模
　

　
別

農
業

林
業

漁
業

鉱
業

建
設

業
製

造
業

教
育

学
習

支
援

業

電
気

ガ
ス

熱
供

給
水

道
業

情
報

通
信

業
運

輸
業

郵
便

業
卸

売
小

売
業

金
融

業
保

険
業

不
動

産
業

、
物

品
賃

貸
業

学
術

研
究

、
専

門
・

技
術

サ
ー

ビ
ス

業

宿
泊

業
飲

食
サ

ー
ビ

ス
業

生
活

関
連

サ
ー

ビ
ス

業
娯

楽
業

合
　

計
3
0
0
～

4
9
9
人

5
0
0
～

9
9
9
人

1
,
0
0
0
人

以
　

上
2
9
人

以
下

3
0
～

9
9
人

1
0
0
～

2
9
9
人

― 24 ―



（７） 職業別常用職業紹介状況
（単位：人）

新規求人数

うち45 うち45 うち45 うち45
歳以上 歳以上 歳以上 歳以上

Ａ 管理的職業

Ｂ 専門的・技術的職業

開発技術者

製造技術者

建築・土木・測量技術者

情報処理・通信技術者

その他の技術者

医師、歯科医師、獣医師、薬剤師

保健師、助産師、看護師

医療技術者

その他の保健医療の職業

社会福祉の専門的職業

美術家、デザイナー、写真家、映像撮影者

Ｃ 事務的職業

一般事務の職業

会計事務の職業

生産関連事務の職業

営業・販売関連事務の職業

外勤事務の職業

運輸・郵便事務の職業

事務用機器操作の職業

Ｄ 販売の職業

商品販売の職業

販売類似の職業

営業の職業

Ｅ サービスの職業

家庭生活支援サービスの職業

介護サービスの職業

保健医療サービスの職業

生活衛生サービスの職業

飲食物調理の職業

接客・給仕の職業

居住施設・ビル等の管理の職業

その他のサービスの職業

性計
職　　　　業

新規求職申込件数 就　職　件　数

男男 女

　 05.06.17～21.23.24 その他の専門的職業

女
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新規求人数

うち45 うち45 うち45 うち45
歳以上 歳以上 歳以上 歳以上

Ｆ 保安の職業

Ｇ 農林漁業の職業

Ｈ 生産工程の職業

生産設備制御・監視の職業
(金属材料製造、金属加工、金属溶接・溶断)

生産設備制御・監視の職業
（ 49を除く）

生産設備制御・監視の職業
（機械組立）

金属材料製造、金属加工、金属溶
接・溶断の職業

製品製造・加工処理の職業
（ 52を除く）

機械組立の職業

機械整備・修理の職業

製品検査の職業
(金属材料製造、金属加工、金属溶接・溶断)

製品検査の職業 （61を除く）

機械検査の職業

生産関連・生産類似の職業

Ｉ 輸送・機械運転の職業

鉄道運転の職業

自動車運転の職業

船舶・航空機運転の職業

その他の輸送の職業

定置・建設機械運転の職業

Ｊ 建設・採掘の職業

建設躯体工事の職業

建設の職業（建設躯体工事を除く）

電気工事の職業

土木の職業

採掘の職業

Ｋ 運搬・清掃・包装等の職業

運搬の職業

清掃の職業

包装の職業

その他の運搬・清掃・包装等の職業

  （注）　学卒及び臨時・パートタイムを除く常用

女男全数女

職  業  計

 分類不能の職業

職　　　　業
男

就　職　件　数新規求職申込件数
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（
８

）
 
中

高
年

齢
者

の
月

別
職

業
紹

介
状

況
（
単
位
：
人
）

4
年
4
月

5
月 6
月 7
月 8
月 9
月

1
0
月

1
1
月

1
2
月

5
年
1
月

2
月 3
月

（
注
）
　
パ
ー
ト
タ
イ
ム
を
除
く

　
 
 
 
項
 
目

年
度
・
月

4
年
度
平
均

2
年
度
平
均

R
元
年
度
平
均

3
0
年
度
平
均

2
9
年
度
平
均

3
年
度
平
均

有
効

求
職
者
数

就
職
件
数

新
規
求
職

申
込
件
数

新
規
求
職

申
込
件
数

一
般

常
用

う
ち
5
5
歳

以
上

う
ち
5
5
歳

以
上

う
ち
5
5
歳

以
上

う
ち
5
5
歳

以
上

有
効

求
職
者
数

紹
介
件
数

就
職
件
数

紹
介
件
数
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（
９

）
中

高
年

齢
者

の
安

定
所

別
職

業
紹

介
状

況
（
単
位
：
人
）

（
注
）
　
パ
ー
ト
タ
イ
ム
を
除
く

安
定
所
別　
 
 
 
項
 
目

計

水
 
俣

阿
 
蘇

宇
 
城

球
 
磨

天
 
草

玉
 
名

菊
 
池

八
 
代

上
益
城

熊
 
本

う
ち
5
5
歳

以
上

う
ち
5
5
歳

以
上

う
ち
5
5
歳

以
上

有
　
　
効

求
職
者
数

(
平
　
均
)

新
規
求
職

申
込
件
数

紹
介
件
数

就
職
件
数

有
　
　
効

求
職
者
数

(
平
　
均
)

新
規
求
職

申
込
件
数

紹
介
件
数

就
職
件
数

う
ち
5
5
歳

以
上

一
般

常
用

― 28 ―



う
ち

正
社

員
割

合
(
%
)

う
ち

正
社

員
割

合
(
%
)

う
ち

正
社

員
割

合
(
%
)

う
ち

正
社

員
割

合
(
%
)

う
ち

正
社

員
割

合
(
%
)

4
年

 
4
月

5
月

6
月

7
月

8
月

9
月

1
0
月

1
1
月

1
2
月

5
年

 
1
月

2
月

3
月

年
度

計

充
足

数

（
１
０
）
 
正
社
員
の
職
業
紹
介
状
況

新
規

求
人

数
有

効
求

人
数

紹
介

件
数

就
職

件
数

常
用

：
パ

ー
ト

を
除

く

常
用

常
用

常
用

常
用

常
用

年
月

項
目

― 29 ―



（１１）　性別・年齢別常用職業紹介状況
（単位：人）

うち新規
（Ｄ）

１９歳以下

うち男

２０～２４歳

うち男

２５～２９歳

うち男

３０～３４歳

うち男

３５～３９歳

うち男

４０～４４歳

うち男

４５～４９歳

うち男

５０～５４歳

うち男

５５～５９歳

うち男

６０～６４歳

うち男

６５歳以上

うち男

計

うち男

うち４５歳以上

うち男

うち５５歳以上

うち男

うち６５歳以上

うち男

全数
（Ｃ）

うち(保)
受給者

 区　分

月間有効
求人数
（Ａ）

項　目 月間有効求職者数 就職件数

求人倍率
就職率

全数
（Ｂ）

うち(保)
受給者
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（
１
２
）
　
障
害
者
の
職
業
紹
介
登
録
状
況

（
単
位
：
人
）

項
目

安
定

所
別

身
　
体

障
害
者

知
　
的

障
害
者

精
　
神

障
害
者

そ
の
他

計
身
　
体

障
害
者

知
　
的

障
害
者

精
　
神

障
害
者

そ
の
他

計
身
　
体

障
害
者

知
　
的

障
害
者

精
　
神

障
害
者

そ
の
他

計

熊
　
本

上
益
城

八
 
 
代

菊
 
 
池

玉
 
 
名

天
 
 
草

球
 
 
磨

宇
 
 
城

阿
 
 
蘇

水
 
 
俣

局
　

計

（
注

）
オ

ン
ラ

イ
ン

含
ま

な
い

。

登
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
録

令
　
和
　
５
　
年
　
３
　
月
　
末
　
　
現
　
　
在
　
　
登
　
　
録
　
　
者
　
　
数

職
業

紹
介

保
　
留
　
中
　
の
　
者

就
　
業
　
中
　
の
　
者

有
　
効
　
求
　
職
　
者

新
 
規

移
 
管

新
　
規

就
職
件
数

新
規

求
職

申
込

件
数

― 31 ―



２
.
 
学
卒
職
業
紹
介
状
況

（
１
）
 
新
規
学
校
卒
業
者
の

職
業
紹
介
状
況

県
 
 
内

県
 
 
内

県
 
 
内

県
 
 
内

－ －

熊
　

　
本

上
 
益

 
城

－

八
　

　
代

菊
　

　
池

－

玉
　

　
名

－

天
　

　
草

－

球
　

　
磨

宇
　

　
城

－

阿
　

　
蘇

－

水
　

　
俣

－

2
9
年

3
月

H
2
8
年

3
月

安
定

所
別 
 
 
 
項

 
目

高
　

等
　

学
　

校
中

　
学

　
校

求
人

数
就

職
数

県
　

内
就

職
割

合
求

人
数

就
職

数
県

　
内

就
職

割
合

5
年

3
月

3
年

3
月

R
2
年

3
月

3
1
年

3
月

3
0
年

3
月

4
年

3
月

資
料
出
所
：
職
業
安
定
業
務
統
計
（
令
和
5
年
4
月
末
現
在
）

― 32 ―



（
２

）
新

規
学

校
卒

業
者

の
他

都
道

府
県

へ
の

就
職

状
況

中
学

高
校

中
学

高
校

中
学

高
校

中
学

高
校

中
学

高
校

中
学

高
校

中
学

高
校

中
学

高
校

中
学

高
校

（
 
男

 
）

（
 
女

 
）

熊
　

本

上
益

城

八
　

代

菊
　

池

玉
　

名

天
　

草

球
　

磨

宇
　

城

阿
　

蘇

水
　

俣

資
料

出
所

：
職

業
安

定
業

務
統

計
令

和
5
年

6
月

末
現

在

他
道

府
県

就
職

計
東

　
京

神
奈

川
愛

　
知

そ
の

他
の

道
府

県
大

　
阪

岐
　

阜
兵

　
庫

福
　

岡

安
定

所
別

項
　

目

5
年

3
月

4
年

3
月

3
年

3
月

R
2
年

3
月

3
1
年

3
月

3
0
年

3
月

2
9
年

3
月

H
2
8
年

3
月

（
２
）

新
規
学
校
卒
業
者
の
他
都
道
府
県
へ
の
就
職
状
況

中
学

高
校

中
学

高
校

中
学

高
校

中
学

高
校

中
学

高
校

中
学

高
校

中
学

高
校

中
学

高
校

中
学

高
校

（
 
男

 
）

（
 
女

 
）

熊
　

本

上
益

城

八
　

代

菊
　

池

玉
　

名

天
　

草

球
　

磨

宇
　

城

阿
　

蘇

水
　

俣

資
料

出
所

：
職

業
安

定
業

務
統

計
令

和
5
年

6
月

末
現

在

他
道

府
県

就
職

計
東

　
京

神
奈

川
愛

　
知

そ
の

他
の

道
府

県
大

　
阪

岐
　

阜
兵

　
庫

福
　

岡

安
定

所
別

項
　

目

5
年

3
月

4
年

3
月

3
年

3
月

R
2
年

3
月

3
1
年

3
月

3
0
年

3
月

2
9
年

3
月

H
2
8
年

3
月
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（
３
）
 
産
業
別
・
規
模
別
新
規
学
卒
求
人
・
就
職
状
況

求
 
 
人

 
 
数

求
 
 
人

　
数

計
計

男
女

計
計

男
女

Ａ
Ｂ

農
・

林
・

漁
業

Ｃ
鉱

業
、

採
石

業
、

砂
利

採
取

業

Ｄ
建

設
業

Ｅ
製

造
業

Ｆ
電

気
・

ガ
ス

・
熱

供
給

・
水

道
業

Ｇ
情

報
通

信
業

Ｈ
運

輸
業

、
郵

便
業

Ｉ
卸

売
業

、
小

売
業

Ｊ
金

融
業

、
保

険
業

Ｋ
不

動
産

業
、

物
品

賃
貸

業

Ｌ
学

術
研

究
、

専
門

・
技

術
サ

ー
ビ

ス
業

Ｍ
宿

泊
業

、
飲

食
サ

ー
ビ

ス
業

Ｎ
生

活
関

連
サ

ー
ビ

ス
業

、
娯

楽
業

Ｏ
教

育
、

学
習

支
援

業

Ｐ
医

療
、

福
祉

Ｑ
複

合
サ

ー
ビ

ス
業

Ｒ
サ

ー
ビ

ス
業

他
に

分
類

さ
れ

な
い

も
の

Ｓ
Ｔ

公
務

・
そ

の
他

(
注

)
 
求

人
数

は
、

県
内

求
人

受
理

分
。

　
資

料
出

所
：

職
業

安
定

業
務

統
計

 
令

和
5
年

6
月

末
現

在

　
区

　
分

高
　

　
　

　
　

　
　

校

就
職

者
数

就
職

者
数

中
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
学

　
　

　
　

　
項

　
　

目
　

産 業 別 規 模 別

3
0
　

～
　

9
9
人

1
0
0
　

～
　

2
9
9
人

3
0
0
　

～
　

4
9
9
人

5
0
0
　

～
　

9
9
9
人

1
,
0
0
0
人

以
上

2
9
人

以
下

合
計
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項　目 

計 男 女 計 男 女 計 男 女

H25年 3月卒

26年 3月卒

27年 3月卒

28年 3月卒

29年 3月卒

30年 3月卒

31年 3月卒

R2年 3月卒

3年 3月卒

4年 3月卒

5年 3月卒

資料出所：職業安定業務統計令和5年4月末現在

 年　次

（４） 新規学校卒業者年別・性別就職状況（高校）

職  業  安  定  業  務  統  計  に  よ  る

①   就 職 者 数 ②　①のうち県内就職者数 ③　 県 内 就 職 割 合

年 年 年 年 年 年 年 年 年 年 年

（％）

（卒業年）

男女別県内就職率の動き
男

女

― 35 ―



３. 地域職業相談室業務取扱状況

（１） 相談室別取扱状況

相談件数 新規相談者数 紹介件数 就職件数

上天草市
ふるさとハローワーク

山鹿市
地域職業相談室

荒尾市
地域職業相談室

宇土市
地域職業相談室

資料出所：職業安定業務統計

令和4年度

令和3年度

令和2年度

令和元年度

― 36 ―



４
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日
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業
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介
状

況
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１

）
 
日

雇
職

業
紹

介
状

況
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労
実

人
員

計
熊
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玉

名
天

草
球

磨
計

熊
本

玉
名

天
草

球
磨

計
計

熊
本

玉
名

天
草

球
磨

H
2
9
年

度

3
0
年

度

R
元

年
度

2
年

度

3
年

度

4
年

度

（
２

）
 
日

雇
労

働
求

職
者

給
付

金
支

給
状

況

H
2
9
年

度

3
0
年

度

R
元

年
度

2
年

度

3
年

度

4
年

度

計

支
　

　
　

給
　

　
　

額
　

　
（

円
）

3
級

2
級

1
級

新
 
規

 
求

 
職

 
申

 
込

 
件

 
数

月
 
間

 
有

 
効

 
求

 
人

 
延

 
数

月
 
間

 
有

 
効

 
求

 
職

 
者

計

受
給

者
実

人
員
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５. 求職者支援制度関係

（１） 求職者支援制度の利用状況

　 ア　職業訓練受講給付金支給状況（令和4年4月～令和5年3月）

受講申込
受付件数

う ち
雇用保険
受給資格
決定者数

う ち
雇用保険
受給資格
決定者数

4 月

5 月

6 月

7 月

8 月

9 月

10 月

11 月

12 月

1 月

2 月

3 月

合 計

※令和4年7月1日付け求職者支援制度業務取扱要領一部改正により、求職者支援訓練の受講指示が可能となった。

　 イ　職業訓練実施奨励金支給決定状況（令和4年4月～令和5年3月）

　

就職支援計画書交付件数
職業訓練受講給付金

支給決定件数
（初回申請分）

職業訓練受講
給付金支給決定

件数・金額

求職者
支援訓練

公 共
職業訓練

金 額
（万円）

求職者
支援訓練

計
公 共

職業訓練
求職者

支援訓練
計 件 数

合   計

件 数 金 額 （万円） 件 数 金 額 （万円） 件 数 金 額 （万円） 金 額 （万円）

4　月

5　月

6　月

7　月

8　月

9　月

10　月

11　月

12　月

1　月

2　月

3　月

合　　計

保 育 奨 励 金基 本 奨 励 金 付 加 奨 励 金
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６. 需給調整事業関係業務状況

（１） 労働者派遣事業

ア 派遣労働者数の推移
（人）

平成29年度 （ （ （ ▲ 36.6

平成30年度 （ （ （ ▲ 100.0

令和元年度 （ （ ▲ 4.0 （ －

令和2年度 （ （ （ －

令和3年度 （ （ （ －

〔資料〕労働者派遣事業報告書集計結果（年報作成時に令和4年度分は未公表） （ ）内は対前年度増減率

イ 派遣元事業所数の推移（毎年度4月1日現在） （所）

（ ）内は対前年度増減率

ウ 事業所指導監督　適用条文 （件）

※ 平成29年度分数値について修正。

年度
労働者派遣事業 （旧）特定労働者派遣事業

無期雇用派遣労働者 有期雇用派遣労働者 派遣雇用労働者 （無期+有期）

労 働 者 派 遣 事 業 （ （ （ ▲ 1.9 （ （

(旧)特定労働者派遣事業 （ ▲ 99.3 （ ▲ 100.0 （ － （ － （ －

計 （ ▲ 42.1 （ （ ▲ 1.9 （ （

令和5年度令和4年度令和3年度令和2年度平成31年度

項目 適用条文 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

派遣労働者に対する就業条件等の明示 第34条第1項

派遣元管理台帳 第37条第1項

労働者派遣契約締結の際の記載事項 第26条第1項

派遣先への通知 第35条

派遣労働者の待遇に関する労使協定の締結 第30条の4第1項

派遣先管理台帳（先） 第42条

派遣元事業主に対する待遇情報の提供（元） 第26条第9項

マージン率等の提供 第23条第5項

労働者派遣に関する料金の額の明示 第34条の2

派遣元管理台帳への記載事項など 業務要領

偽装請負など その他

事業所単位の抵触日の通知（先） 第26条第4項

派遣元事業主に対する待遇情報の提供（先） 第26条第7項

事業所単位の抵触日の通知（元） 第26条第5項

関係派遣先派遣割合報告書の提出 第23条第3項

計
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（２）職業紹介事業

ア　令和3年度職業紹介等状況

一　　般 臨時・日雇 一般就職 臨時・日雇
求人数 求人延数 件数 就職延数

芸能家

家政婦

配ぜん人

調理士

モデル

マネキン

医師

看護師

保育士

特定技能

管理的職業

専門的・技術的職業

事務的職業

販売の職業

サービスの職業

保安の職業

農林漁業の職業

生産工程・労務の職業

輸送・機械運転の職業

建設・採掘の職業

運搬・清掃・包装の職業

合　　計

芸能家

家政婦（夫）

配ぜん人

調理士

看護師

保育士

特定技能

高齢者（55歳以上）

母子家庭の母等

社会福祉事業従事者

医療関係者

農業の職業に従事する者

その他

合　　計

〔資料〕 職業紹介事業報告書集計結果（年報作成時に令和4年度分は未公表）
（注）1　「一般求人数」及び「一般就職件数」は、それぞれ雇用期間が4か月以上のものをいう。
　　　2　「臨時・日雇求人延数」及び「臨時・日雇就職延数」は、それぞれ雇用期間が4か月未満のものをいう。
　　　3　特別の法人及び地方公共団体無料職業紹介事業を除く。

イ　職業紹介事業所数　(毎年度4月1日現在)

平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

区分
新規求職
申込件数

求　　　　　人 就　　　　職

有
料
職
業
紹
介
事
業

無
料
職
業
紹
介
事
業

計

有料・無料合計

有 料 職 業 紹 介 事 業

無 料 職 業 紹 介 事 業

地 方 公 共 団 体

特 別 の 法 人

― 40 ―



７. 雇用保険業務状況

（１） 適用状況

  ア　年度別適用事業所数及び被保険者数

年　度 適用事業所数 被保険者数 年　度 適用事業所数 被保険者数

昭和46年度 平成9年度

平成元年度

令和元年度

　    （注）　各年度計の適用事業所数及び被保険者数は、年度末（３月末）で計上 。　
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  ２　産業別・規模別・安定所別適用事業所数イ　産業別・規模別・安定所別適用事業所数

計
農 業
林 業

漁 業

鉱 業
採 石 業
砂 利
採 取 業

建 設 業 製造業

電 気
ガ ス
熱供給
水道業

情 報
通信業

運 輸 業
郵 便 業

４人以下

規 ５人～29人

模 30人～99人

別 100人～499人

500人～999人

1,000人以上

熊      本

(上　益　城)

八      代

安 菊      池

定 玉      名

所 天      草

別 球      磨

宇      城

阿      蘇

水      俣

　    （注）　１　各年度計の適用事業所数は、年度末（３月末）で計上 。　
　    　　　　２　産業別は日本標準産業分類（平成25年10月改定）により計上。

平成30年度

令和元年度

令和2年度

令和3年度

令和4年度

産業分類

年 度
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卸 売 業
小 売 業

金融業
保険業

不動産
業、物
品賃貸

業

学 術 研
究、専門
技術サー
ビ ス 業

宿泊業
飲 食
サービ
ス 業

生 活 関
連 サ ー
ビ ス
業 、 娯
楽 業

教育、
学習支
援 業

医 療
福 祉

複 合
サービ
ス事業

サービ
ス業（他

に分類され
ないもの）

公 務
分 類
不能の
産 業
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  ３　産業別・規模別・安定所別被保険者数ウ　産業別・規模別・安定所別被保険者数

計
農 業
林 業

漁 業

鉱 業
採石業
砂 利
採取業

建 設 業 製 造 業

電 気
ガ ス
熱 供給
水 道業

情 報
通 信業

運 輸 業
郵 便 業

　　令和4年度

４人以下

規 ５人～29人

模 30人～99人

別 100人～499人

500人～999人

1,000人以上

熊      本

(上　益　城)

八      代

安 菊      池

定 玉      名

所 天      草

別 球      磨

宇      城

阿      蘇

水      俣

　    （注）　１　年度末で全被保険者数（一般＋高年齢＋特例）を計上。
　    　　　　２　産業別は日本標準産業分類（平成25年10月改定）で計上。

令和3年度

令和2年度

令和元年度

平成30年度

産業分類

年度
安定所
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卸 売 業
小 売 業

金 融 業
保 険 業

不 動 産
業 、 物
品 賃 貸

業

学 術研
究 、専
門 技術
サ ービ
ス 業

宿 泊 業
飲 食
サ ー ビ
ス 業

生 活 関
連 サ ー
ビ ス
業 、 娯
楽 業

教 育 、
学 習 支
援 業

医 療
福 祉

複 合
サ ー ビ
ス 事 業

サービス
業（他に
分類され
ないも
の）

公 務
分 類
不能の
産 業

6,550
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  ４　産業別・年度別・安定所別資格取得者数エ　産業別・年度別・安定所別資格取得者数

計
農 業
林 業

漁 業

鉱 業
採 石 業
砂 利
採 取 業

建 設 業 製 造 業

電 気
ガ ス
熱 供 給
水 道 業

情 報
通 信 業

運 輸 業
郵 便 業

卸 売 業
小 売 業

4年 4月

 5月

     6月

     7月

     8月

     9月

    10月

    11月

    12月

5年 1月

     2月

　 　3月

熊　本

(上益城)

 八   代

 菊   池

 玉   名

 天   草

 球   磨

 宇   城

 阿   蘇

 水   俣

　   　　（注） １ 年度末で全被保険者数（一般＋高年齢＋特例）を計上。
　   　　　　　 ２ 産業別は日本標準産業分類（平成25年10月改定）で計上。
　　　　　  

安
定
所
別

 平成30年度

 令和元年度

 令和2年度

 令和3年度

 令和4年度

産業分類

年度
安定所
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金 融 業
保 険 業

不 動 産
業 、 物
品 賃 貸

業

学 術 研
究 、 専
門 技 術
サ ー ビ
ス 業

宿 泊 業
飲 食
サ ー ビ
ス 業

生 活 関
連 サ ー
ビ ス
業 、 娯
楽 業

教 育 、
学 習 支
援 業

医 療
福 祉

複 合
サ ー ビ
ス 事 業

サービス
業（他に
分類され
ないも
の）

公 務
分 類
不 能 の
産 業
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  ５　産業別・年度別・安定所別資格喪失者数オ　産業別・年度別・安定所別資格喪失者数

計
農 業
林 業

漁 業

鉱 業
採 石 業
砂 利
採 取 業

建 設 業 製 造 業

電 気
ガ ス
熱 供 給
水 道 業

情 報
通 信 業

運 輸 業
郵 便 業

4年 4月

5月

     6月

     7月

     8月

     9月

    10月

    11月

    12月

5年 1月

     2月

　 　3月

熊　本

(上益城)

 八   代

 菊   池

 玉   名

 天   草

 球   磨

 宇   城

 阿   蘇

 水   俣

　   　　（注） １ 年度末で全被保険者数（一般＋高年齢＋特例）を計上。
　   　　　　 　２ 産業別は日本標準産業分類（平成25年10月改定）で計上。

安
定
所
別

平成30年度

令和元年度

令和2年度

令和3年度

令和4年度

産業分類

年度
安定所
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卸 売 業
小 売 業

金 融 業
保 険 業

不 動 産
業 、 物
品 賃 貸

業

学 術 研
究 、 専
門 技 術
サ ー ビ
ス 業

宿 泊 業
飲 食
サ ー ビ
ス 業

生 活 関
連 サ ー
ビ ス
業 、 娯
楽 業

教 育 、
学 習 支
援 業

医 療
福 祉

複 合
サ ー ビ
ス 事 業

サービス
業（他に
分類され
ないも
の）

公 務
分 類
不能の
産 業
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月
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月

　
　
1
0
月

　
　
1
1
月
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月

5
年
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月
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月
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月

　
（
注
）
　
１
　
月
末
被
保
険
者
数
は
全
数
（
一
般
＋
高
年
齢
＋
短
期
雇
用
特
例
）
で
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上

　
　
　
　
　
２
　
年
度
の
月
末
適
用
事
業
所
数
及
び
月
末
被
保
険
者
数
は
年
度
平
均
を
計
上

　
　
　
　
　
３
　
年
度
の
事
務
組
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関
係
の
月
末
委
託
事
業
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数
及
び
月
末
被
保
険
者
数
は
年
度
平
均
を
計
上

令
和
4
年
度

適
 
用
 
事
 
業
 
所
 
関
 
係

被
　
　
保
　
　
険
　
　
者
　
　
関
　
　
係

事
 
務
 
組
 
合
 
関
 
係

平
成
2
9
年
度

平
成
3
0
年
度

令
和
元
年
度

令
和
2
年
度

令
和
3
年
度

平
成
2
8
年
度
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　キ　受給資格決定・受給者実人員・資格取得・資格喪失の年度別推移

　　　　　　年度別

項 目
24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 R元年度 2年度 3年度 4年度

受給資格決定件数

受 給 者 実 人 員

資 格 取 得 者 数

資 格 喪 失 者 数

(注) 受給資格決定件数は、各月において受給資格決定処理を行った一般被保険者の数の年度合計

受給者実人員は、各月において基本手当の支給処理を行った一般被保険者の数の年度平均

資格取得者数及び資格喪失者数は、全被保険者数の年度合計　　　　

年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 元年度 年度 年度 年度

受給資格決定件数

受給者実人員

資格取得者数

資格喪失者数

（人）
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ク　受給資格決定・受給者実人員・資格取得･資格喪失の月別推移

       (人）

　　　　　　月別

項目

令和4年
4月

5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月
令和5年

1月
2月 3月

受給資格決定件数

受給者実人員

資格取得者数

資格喪失者数

(注) 受給資格決定件数は、各月において受給資格決定処理を行った一般被保険者の数の年度合計

資格取得者数及び資格喪失者数は、全被保険者数の年度合計　　　　

受給者実人員は、各月において基本手当の支給処理を行った一般被保険者の数の年度平均

令和 年… 月 月 月 月 月 月 月 月 令和 年… 月 月

受給資格決定件数

受給者実人員

資格取得者数

資格喪失者数

（人）
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２
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状
況

ア
　

年
度

別
・

月
別

失
業

給
付

者
数

取
扱

状
況

　
　

 
項

　
目

日
　

雇

 
年
　
月

　
平

成
2
5
年

度
－

　
平

成
2
6
年

度

　
平

成
2
7
年

度

　
平

成
2
8
年

度

　
平

成
2
9
年

度

　
平

成
3
0
年

度

　
令

和
元

年
度

　
令

和
2
年

度

　
令

和
3
年

度

　
令

和
4
年

度

4
年

4
月

5
月

6
月

7
月

8
月

9
月

1
0
月

1
1
月

1
2
月

5
年

1
月

2
月

3
月

一
般

被
保

険
者

求
職
者
給
付

短
期
特
例

受
給
者
数

高
年
齢

受
給
者
数

就
職

促
進

給
付

受
給

資
格

決
定

件
数

初
　

　
回

受
給

者
数

受
給
者

実
人
員

支
　
　
給

終
了
者
数

再
就
職

手
当

就
業

促
進

定
着

手
当

支
給

人
員

常
用

就
職

支
度

手
当

就
業

手
当

受
給

者
実

人
員
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イ　雇用保険支給状況（令和4年度）

安定所別

項　目

１ 求職者給付支給総額（①＋②＋③）

支給総額

受給資格決定件数

基本手当 支給総額

受給者実人員

基本手当基本分支給総額

初回受給者数

受給者実人員

支給終了者数

支給金額

初回受給者数

受給者実人員

支給金額

受給者実人員

支給金額

受給者実人員

技能習得手当支給金額

寄宿手当支給金額

傷病手当支給金額

支給金額

受給者数

支給金額

受給者数

　 （注） 1 受給者実人員については、年度の月平均を計上（各所の合計とは一致しない）

2 運輸支局：九州地方運輸局熊本運輸支局三角庁舎にて雇用保険受給手続き

3 受給資格決定件数は合計と各所集計は一致しない。システム改修により発生した誤差による。

特定受給
資格者

個別延長給付

訓練延長給付

② 高年齢求職者給付

③ 特例一時金

① 一般求職者給付

一　　般

合　計 熊　本 (上益城) 八　代 阿　蘇 水　俣 運輸支局菊　池 玉　名 天　草 球　磨 宇　城
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阿　蘇 水　俣 運輸支局菊　池 玉　名 天　草 球　磨 宇　城
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安定所別

項　目

２ 就職促進給付支給総額

支 給 金 額

支 給 人 員

支 給 金 額

支 給 人 員

支 給 金 額

支 給 人 員

支 給 金 額

受給者実人員

支 給 金 額

支 給 人 員

３ 雇用継続給付支給総額

高年齢雇用継続給付

支給金額

基本給付金 受給者実人員

受給要件確認件数

支給金額

再就職給付金 受給者実人員

受給要件確認件数

育児休業給付

支給金額

基本給付金 受給者実人員

受給要件確認件数

支給金額

受給者数

支給金額

受給者数

支給金額

受給者数

専門実践教育訓練
受給資格確認件数

教育訓練支援給付金
受給資格確認件数

専門実践教育訓練
給付金支給金額

教育訓練支援
給付金支給金額

　（注） 1 就業手当の受給者実人員は年度の月平均を計上、雇用継続給付の受給者実人員は延人数
2 運輸支局：九州地方運輸局熊本運輸支局三角庁舎にて雇用保険受給手続き

菊　池

移転費・
求職活動支援費

合　計 八　代

就業手当

５ 教育訓練給付
　　　　　（専門実践）

４ 教育訓練給付（一般）

再就職手当

就業促進定着手当

介護休業給付

出生時育児休
業給付金

（R4.10月～）

常用就職支度手当

熊　本 (上益城)

（支給額単位：円）

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

阿　蘇宇　城玉　名 水　俣球　磨 運輸支局天　草

― 56 ―



（支給額単位：円）

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

阿　蘇宇　城玉　名 水　俣球　磨 運輸支局天　草
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ウ 産業別・年度別・安定所別〔一般求職者給付〕受給資格決定件数

全産業
農 業
林 業

漁 業

鉱 業
採 石 業
砂 利
採 取 業

建 設 業 製 造 業

電 気
ガ ス
熱 供 給
水 道 業

情 報
通 信 業

運 輸 業
郵 便 業

　平成30年度

 令和元年度

 令和2年度

 令和3年度

 令和4年度

4年 4月

5月

     6月

     7月

     8月

     9月

    10月

    11月

    12月

5年 1月

     2月

     3月

熊  本

(上益城)

八  代

菊  池

玉  名

天  草

球  磨

宇  城

阿  蘇

水  俣

運輸支局

（注）　１　産業別は日本標準産業分類（平成25年10月改定）により計上。

２　運輸支局：九州地方運輸局熊本運輸支局三角庁舎にて雇用保険手続き。

安
定
所
別

３　受給資格決定件数合計（月合計含む）と業種別合計・所別合計が不一致。
システム改修により誤差が生じたため。

産業分類

年度
安定所

年度
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ウ 産業別・年度別・安定所別〔一般求職者給付〕受給資格決定件数

全産業
農 業
林 業

漁 業

鉱 業
採 石 業
砂 利
採 取 業

建 設 業 製 造 業

電 気
ガ ス
熱 供 給
水 道 業

情 報
通 信 業

運 輸 業
郵 便 業

　平成30年度

 令和元年度

 令和2年度

 令和3年度

 令和4年度

4年 4月

5月

     6月

     7月

     8月

     9月

    10月

    11月

    12月

5年 1月

     2月

     3月

熊  本

(上益城)

八  代

菊  池

玉  名

天  草

球  磨

宇  城

阿  蘇

水  俣

運輸支局

（注）　１　産業別は日本標準産業分類（平成25年10月改定）により計上。

２　運輸支局：九州地方運輸局熊本運輸支局三角庁舎にて雇用保険手続き。

安
定
所
別

３　受給資格決定件数合計（月合計含む）と業種別合計・所別合計が不一致。
システム改修により誤差が生じたため。

産業分類

年度
安定所

年度
卸 売 業
小 売 業

金 融 業
保 険 業

不 動 産
業 、 物
品 賃 貸

業

学 術 研
究、専門
技術サー
ビ ス 業

宿 泊 業
飲 食
サ ー ビ
ス 業

生活関連
サービス
業、娯楽

業

教 育 、
学 習 支
援 業

医 療
福 祉

複 合
サ ー ビ
ス 事 業

サービス
業（他に
分類され
ないも
の）

公 務
分 類
不能の
産 業
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エ　産業別・年度別・安定所別〔一般求職者給付〕受給者実人員

全産業
農 業
林 業

漁 業

鉱業
採石業
砂利

採取業

建 設 業 製 造 業

電気
ガス

熱供給
水道業

情 報
通 信 業

運 輸 業
郵 便 業

　平成30年度

　令和元年度

　令和2年度

　令和3年度

　令和4年度

4年 4月

     5月

     6月

     7月

     8月

     9月

    10月

    11月

    12月

5年 1月

     2月

　 　3月

熊　本

(上益城)

 八   代

 菊   池

 玉   名

 天   草

 球   磨

 宇   城

 阿   蘇

 水   俣

運輸支局

　   　　（注） １ 年度、安定所別は月平均で計上。

　    　　      ２ 産業別は日本標準産業分類（平成25年10月改定）により計上。

　    　　      ３ 運輸支局：九州地方運輸局熊本運輸支局三角庁舎にて雇用保険手続き。

安
定
所
別

産業分類

年度
安定所
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卸 売 業
小 売 業

金 融 業
保 険 業

不動産
業、物
品賃貸

業

学 術 研
究、専門
技術サー
ビ ス 業

宿泊業、
飲食サー
ビ ス 業

生活関連
サービス
業、娯楽

業

教 育 、
学 習 支
援 業

医 療
福 祉

複 合
サ ー ビ
ス 事 業

サービス
業（他に
分類され
ないも
の）

公 務
分 類
不 能 の
産 業
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オ　高年齢雇用継続給付支給状況

区分

　平成30年度

　令和元年度

　令和2年度

　令和3年度

　令和4年度

熊 本

(上益城)

八 代

菊 池

玉 名

天 草

球 磨

宇 城

阿 蘇

水 俣

　（受給者実人員は延人数）

年度
安定所

基　本　給　付　金 再　就　職　給　付　金

受給要件
確認件数

初　　回
受給者数

受給者
実人員

支給金額
（円）

受給要件
確認件数

初　　回
受給者数

受給者
実人員

支給金額
（円）
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カ
　

育
児

休
業

給
付

支
給

状
況

区
分

 
平

成
3
0
年

度
―

―

 
令

和
元

年
度

―
―

 
令

和
2
年

度
―

―

 
令

和
3
年

度
―

―

 
令

和
4
年

度

熊
 
本

(
上

益
城

)

八
 
代

菊
 
池

玉
 
名

天
 
草

球
 
磨

宇
 
城

阿
 
蘇

水
 
俣

（
基

本
給

付
金

の
受

給
者

数
と

受
給

者
実

人
員

は
延

人
数

）

基
本

給
付

金
の

う
ち

育
休

プ
ラ

ス

受
給

者
実

人
員

支
給

金
額

（
円

）
受

給
者

数
受

給
要

件
確

認
件

数
初

回
受

給
者

数
受

給
者

数
支

給
金

額
（

円
）

受
給

要
件

確
認

件
数

初
　

　
回

受
給

者
数

年
度

安
定

所

受
給

者
実

人
員

支
給

金
額

（
円

）
受

給
者

数

育
児

休
業

給
付

基
　

本
　

給
　

付
　

金

支
給

金
額

（
円

）
受

給
者

数

出
生

時
育

児
休

業
給

付
金

受
給

要
件

確
認

件
数

初
　

　
回

受
給

者
数

受
給

者
実

人
員

カ
　
育
児
休
業
給
付
支
給
状
況

区
分

 
平

成
3
0
年

度
―

―

 
令

和
元

年
度

―
―

 
令

和
2
年

度
―

―

 
令

和
3
年

度
―

―

 
令

和
4
年

度

熊
 
本

(
上

益
城

)

八
 
代

菊
 
池

玉
 
名

天
 
草

球
 
磨

宇
 
城

阿
 
蘇

水
 
俣

（
基

本
給

付
金

の
受

給
者

数
と

受
給

者
実

人
員

は
延

人
数

）

基
本

給
付

金
の

う
ち

育
休

プ
ラ

ス

受
給

者
実

人
員

支
給

金
額

（
円

）
受

給
者

数
受

給
要

件
確

認
件

数
初

回
受

給
者

数
受

給
者

数
支

給
金

額
（

円
）

受
給

要
件

確
認

件
数

初
　

　
回

受
給

者
数

年
度

安
定

所

受
給

者
実

人
員

支
給

金
額

（
円

）
受

給
者

数

育
児

休
業

給
付

基
　

本
　

給
　

付
　

金

支
給

金
額

（
円

）
受

給
者

数

出
生

時
育

児
休

業
給

付
金

受
給

要
件

確
認

件
数

初
　

　
回

受
給

者
数

受
給

者
実

人
員
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キ
　

不
正

受
給

の
発

生
状

況
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
　

　
　

　
　

(
金

額
単

位
：

千
円

)

区
分

年
　

度
件

件
件

件
件

件
件

件
件

件
件

安
定

所
数

数
数

数
数

数
数

数
数

数
数

 
平

成
2
9
年

度

 
平

成
3
0
年

度

 
令

和
元

年
度

 
令

和
2
年

度

 
令

和
3
年

度

 
令

和
4
年

度

熊
 
本

(
上

益
城

)

八
 
代

菊
 
池

玉
 
名

天
 
草

球
 
磨

宇
 
城

阿
 
蘇

水
 
俣

（
注

）
　

合
計

欄
の

件
数

は
実

人
員

数

基
　

本
　

手
　

当
受

講
手

当
通

所
手

当
傷

病
手

当
高

年
齢

求
職

者
給

付
金

特
　

例
一

時
金

就
業

手
当

常
用

就
職

支
度

手
当

再
就

職
手

　
当

就
業

促
進

定
着

手
当

合
 
 
 
 
計

金
　

額
日

　
数

金
額

金
額

金
額

金
 
額

金
額

金
額

金
 
額

金
 
額

金
 
額

金
 
額
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ク
　

雇
用

安
定

等
各

種
助

成
金

支
給

状
況

（
単
位
：
 
千
円
 
）

 
 
 
 
 
項

目

年
度

別
特

定
求

職
者

雇
用

開
発

助
成

金
地

域
雇

用
開

発
助

成
金

ト
ラ

イ
ア

ル
雇

用
助

成
金

労
働

移
動

支
援

助
成

金
雇

用
調

整
助

成
金

キ
ャ

リ
ア

ア
ッ

プ
助

成
金

平
成

2
4
年

度

2
5
年

度

2
6
年

度

2
7
年

度

2
8
年

度

2
9
年

度

3
0
年

度

令
和

元
年

度

2
年

度

3
年

度

4
年

度

（
注
）
上
記
以
外
の
助
成
金
・
奨
励
金
も
取
り
扱
っ
て
い
ま
す
。

　
　
　
令
和
4
年
度
の
特
定
求
職
者
雇
用
開
発
助
成
金
は
、
特
定
就
職
困
難
者
コ
ー
ス
・
生
涯
現
役
コ
ー
ス
・
被
災
者
雇
用
開
発
コ
ー
ス
の
３
コ
ー
ス
を
計
上
し
て
い
ま
す
。

雇
用

安
定

事
業
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（３）　審査

　ア　年度別・県別不服申立事件処理状況

　　　　　　区 分

原 請 請

処 求 求

 年 分 棄 却

 度 取 却 下

  県 別 消

平 熊　　　本

成 大　　　分

宮　　　崎

年 鹿　児　島

度 計

令 熊　　　本

和 大　　　分

元 宮　　　崎

年 鹿　児　島

度 計

令 熊　　　本

和 大　　　分

宮　　　崎

年 鹿　児　島

度 計

令 熊　　　本

和 大　　　分

宮　　　崎

年 鹿　児　島

度 計

令 熊　　　本

和 大　　　分

宮　　　崎

年 鹿　児　島

度 計

不
服
申
立
件
数

指
導
解
決
件
数

処　　理　　状　　況

計

決　　　定

取
り
下
げ

来
期
繰
越

 
 

Ⅲ  参 考 
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Ⅲ  参 考 



１
.
 
熊
本
の
主
要
統
計

（
１
）
 
熊
本
県
の
年
齢
３
区
分
別
人
口
及
び
年
齢
構
造
係
数

総
数

男
女

総
数

男
女

総
数
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（３）産業別事業所数及び従業者数

　　　　　　　　　　 項　目

産業分類 24年 28年 24年 28年

－ －

ＡＢ 農 林 漁 業

Ｃ
鉱 業 、 採 石 業
砂 利 採 取 業

Ｄ 建 設 業

Ｅ 製 造 業

Ｆ
電 気 ・ ガ ス ・
熱 供 給 ・ 水 道 業

Ｇ 情 報 通 信 業

Ｈ 運 輸 業 、 郵 便 業

Ｉ 卸 売 業 、 小 売 業

Ｊ 金 融 業 、 保 険 業

Ｋ
不 動 産 業 、
物 品 賃 貸 業

Ｌ
学 術 研 究 、
専 門 ・ 技 術 サ ー ビ ス

Ｍ
宿 泊 業 、
飲 食 サ ー ビ ス 業

Ｎ
生活関連サービス業、
娯 楽 業

Ｏ 教 育 、 学 習 支 援 業

Ｐ 医 療 、 福 祉

Ｑ 複 合 サ ー ビ ス 業

Ｒ
サ ー ビ ス 業
（他に分類されないもの）

Ｓ 公 務 － － － －

※「熊本県 総計」の「事業所数」には、事業内容等が不詳の事業所を含む。

資料出所：熊本県企画振興部交通政策・情報局統計調査課「経済センサス（活動調査）」

事業所数 従業者数

産 業 計

熊 本 県 総 計

資料出所：熊本県企画振興部交通政策・統計局統計調査課「経済センサス（活動調査）」
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２. 熊本県内公共職業安定所所在地一覧

（令和4年4月現在）

熊本市

荒尾市

玉名市

南関町

長洲町

和
水
町

熊本市植木町

菊池市

大津町

菊陽町

合志市

南小国町

小国町

産山村

高森町

西原村

御船町

嘉島町

益城町

甲佐町

山都町熊本市城南町
熊本市富合町

宇城市

宇土市

八代市

芦北町

津奈木町

水俣市
人吉市

錦町

あさぎり町

多良木町

湯前町

水上村

相良村

五木村

山江村

球磨村

天草市
上天草市

苓北町

山鹿市

阿蘇市

南阿蘇村

美里町

玉
東
町

氷
川
町

山鹿市

山都町

ﾊﾛｰﾜｰｸ玉名

ﾊﾛｰﾜｰｸ菊池

ﾊﾛｰﾜｰｸ阿蘇

ﾊﾛｰﾜｰｸ上益城

ﾊﾛｰﾜｰｸ球磨

ﾊﾛｰﾜｰｸ天草

ﾊﾛｰﾜｰｸ八代

ﾊﾛｰﾜｰｸ宇城

ﾊﾛｰﾜｰｸ水俣

ﾊﾛｰﾜｰｸ熊本

― 70 ―



３. 熊本労働局職業安定機関一覧表

電話番号

職業安定部　職業安定課

需給調整事業室

新型コロナウイルス感染症対応
支援金事務センター

雇用保険電子申請事務センター

　　〃　　　職業対策課

助成金センター

　　〃　　　訓練室

熊本公共職業安定所

　　〃　　上益城出張所

八代公共職業安定所

菊池公共職業安定所

玉名公共職業安定所

天草公共職業安定所

球磨公共職業安定所

宇城公共職業安定所

阿蘇公共職業安定所

水俣公共職業安定所

熊本県地域共同就職支援センター

４. 地域職業相談室一覧表

電話番号

宇土市地域職業相談室
宇土市浦田町51番地
宇土市役所別館2階

上天草市ふるさとハローワーク
上天草市大矢野町上1514
上天草市役所大矢野庁舎1階

相談室名 所在地

山鹿市地域職業相談室
山鹿市山鹿1026-3
熊本県鹿本総合庁舎1階

荒尾市地域職業相談室
荒尾市宮内出目390
荒尾市役所別館

熊本ヤングハローワーク
（くまもと新卒応援ハローワーク）

熊本市中央区水前寺1-4-1
JR水前寺駅ビル2階

熊本公共職業安定所
中央区役所福祉就労支援コーナー

熊本市中央区手取本町1-1
熊本市中央区役所1階

熊本公共職業安定所
東区役所福祉就労支援コーナー

熊本市東区東本町16-30
熊本市東区役所2階

ハローワーク熊本
マザーズハローワーク熊本

熊本市中央区水道町8-6
朝日生命熊本ビル1階

人吉市下薩摩瀬町1602-1 人吉市、球磨郡

宇城市松橋町松橋266
宇土市、宇城市、下益城郡、
熊本市南区城南町・富合町

阿蘇市一の宮町宮地2318-3
阿蘇市、阿蘇郡（西原村を除
く）

水俣市八幡町3丁目2-1 水俣市、葦北郡

熊本市中央区水道町8-6
朝日生命熊本ビル1階

ハローワーク熊本
わかもの支援コーナー

熊本市中央区水道町8-6
朝日生命熊本ビル1階

菊池市隈府771-1
菊池市、山鹿市、合志市、菊
池郡、熊本市北区植木町

玉名市中1334-2 玉名市、荒尾市、玉名郡

天草市丸尾町16-48 天草市、上天草市、天草郡

熊本市中央区大江6丁目1-38
熊本市（北区植木町、南区城
南町・富合町を除く）

上益城郡御船町辺田見395 上益城郡、阿蘇郡西原村

八代市清水町1-34 八代市、八代郡

熊本市中央区水道町8-6
朝日生命熊本ビル7階

熊本市西区春日3丁目26-47
ＪＲ熊本春日南ビル3階

熊本市西区春日2丁目10-1
熊本地方合同庁舎Ａ棟9階

熊本市西区春日3丁目26-47
ＪＲ熊本春日南ビル3階

熊本市西区春日2丁目10-1
熊本地方合同庁舎Ａ棟9階

熊本市西区春日2丁目10-1
熊本地方合同庁舎Ａ棟9階

令和4年8月現在
課(所）名 所在地 管轄区域

熊本市西区春日2丁目10-1
熊本地方合同庁舎Ａ棟9階
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５. 用語の定義 
 

 
◎ 一般 

常用及び臨時・季節を合わせたもの 
 
◎ 常用 

雇用契約において雇用期間の定めのない就労または４か月以上の雇用期間が定められている

就労形態。（季節を除く） 
 
◎ 臨時・季節 

臨時とは、雇用契約において１か月以上４か月未満の雇用期間が定められている就労形態。 
季節とは、季節的な労働需要に対して、又は季節的な余暇を利用して一定期間（４か月未満、 

４か月以上の別を問わない。）を定めている就労形態。 
 
◎ 日雇 

労働の窓口で取り扱われる日々雇用の仕事、又は１か月未満の雇用期間を定められている就

労形態。 
 
◎ パートタイム 

1 週間の所定労働時間が同一の事業所に雇用されている通常の労働者の所定労働時間より短

い就労形態。 
 
◎ 常用的パートタイム 

パートタイムのうち雇用期間の定めがないか、また４か月以上の雇用期間が定められている

就労形態。 
 
◎ 臨時的パートタイム 

パートタイムのうち１か月以上４か月未満の雇用期間を定められている就労形態。 
 
◎ 新規求職申込件数 

期間中に新たに受けた求職申し込みの件数。 
 
◎ 月間有効求職者 

「前月から繰り越された有効求職者数」と当月の「新規求職申込件数」の計。 
 
◎ 紹介件数 

求職者と求人の結合をはかるため、自安定所で紹介した件数。 
 
◎ 就職件数 

自安定所の有効求職者が、自安定所の紹介あっせんにより就職した件数。 
 
◎ 他府県への就職件数 

他都道府県地域を越える広域職業紹介による就職件数。 
 
◎ 管外への就職件数 

自安定所の管轄区域外への就職件数。 
 
◎ ○保受給者 

受給資格決定後、所定給付日数分の基本手当の支給が終わるまでの者。 
高年齢求職者給付金、特例一時金に係る者は含まず。 

 

職業紹介関係 
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職業紹介関係 

 

◎ ○保受給者の一般就職件数 
受給資格決定後、基本手当の支給終了までの間に職業安定所の紹介により就職した件数。 

 
◎ 新規求人数 

期間中に新たに受けた求人数。 
 
◎ 月間有効求人数 

「前月から繰り越された有効求人数」と「当月の新規求人数」の計。 
 
◎ 他府県への発求人数 

他府県へ連絡した求人数。 
 
◎ 他府県からの求人数 

他府県から連絡を受けた求人数。 
 
◎ 充足数 

自安定所の有効求人数が、安定所のあっせんにより求職者と結合した件数。 
 
◎ 季節調整値 

対前月比や対前年比の増減を見る上で、季節的な要因（春夏秋冬などの自然条件の変化）や

人工的な要因（例：１月や４月は就職者や離職者が多い）等の季節性を反映した部分（季節指

数）を取り除いた趨勢的な値のことをいう。毎年１月に季節指数を改定します。 
 
 

 
学校教育法第３章、第４章及び第６章に規定する中学校、高等学校（ただし、専攻科、別科を

除く）並びに特殊教育の新規卒業（予定）者の常用就職に係る取り扱い関係。 
 
 

 
◎ 日雇 

職業安定所の窓口で取扱われる日々雇用の就労形態。 
 
◎ 新規求人延数（日雇） 

日雇に係る新規求人数の延数。（採用予定人員×採用予定日数） 
 
◎ 就労実人員（日雇） 

期間中に日雇労働に就労した日雇求職者の延人員。 
 
◎ 就労延数（日雇） 

期間中に日雇労働に就労した日雇求職者の延人員。 
 
◎ 不就労延数（日雇） 

働く意志及び能力を有する状態にありながら就労できなかった延人員。 
 
 

◎ 離職票提出件数 
雇用保険を受けようとする者が職業安定所に手続きに係り離職票を提出した件数。 

 

新規学卒関係 

日雇紹介関係 

雇用保険関係 

実人員。
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◎ 受給資格決定件数 
受付した離職票に基づき職業安定所が雇用保険受給資格を決定した件数。 

 
◎ 初回受給者数 

受給資格者が第１回目の支給を受けた者の数。 
 
◎ 受給者実人員 

雇用保険を受けた者の人数。 
 
◎ 支給終了者 

雇用保険の支給を受け終わった者の人数。 
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